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大規模畑作経営の農家経済の特徴（1996細2001年）

　　　　　　　　　一農業経営部門別統計を対象として一

平石学・志賀永一・黒河功

1，はじめに

2．畑作経営の経営概況と保有資源

3．畑作経営の労働力利用と土地利用

　1）労働力利回

　2）土地琴り用

4。畑作経営の収益性

　1）単収水準と粗収益

　2）経営費

　3）経営成果と経営効率

5．おわりに

1．はじめに

　北海道の畑作地帯において，1980年代後半から規模；拡大のテンポは加速してい

る。農業センサスによれば，代表的な畑作地帯である十勝網走地域における2000

年時点の平均経営耕地面積はそれぞれ28ha，21haであり（北海道平均14ha），1985

～2000年の間にそれぞれ9ha，8ha増加した（同5ha）。また，経営耕地規模が3◎ha

以上である経営はそれぞれの地域の44％，23％を占めており，30ha以上経営が標

準的になりつつある。今後も，規模拡大が進展することが想定されることから，

大規模畑作経営の分析は極めて重要となっている。

　畑作経営を対象とした統計としては，農林水産省「北海道農林水産統計年報（農

家経営統謙調査）」があるものの，公表値における規模階層区分の最上層が「30難a

以上」であったことから，大規模；畑作経営の検討をおこなうことは困難であった。

　本稿では農家経営統計の組み替え集計に基づき，大規模畑作経営の特徴を明ら

かにすることを課題とする。
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　ただし，組み替え集計の活用によって畑作経営の特徴がより明らかになると思

われるものの，現状では「30ha以上層」を1階層としたサンプリングがなされて

いることから，分析結果は調査対象となった農家の「事例平均」ということとな

る。分析結果は以上の限界を含んだものであることに注意されたい。

2．畑作経営の経営概況と保膚資源

　表1に畑作経営の概要を示した。ここから，以下の3点を指摘できる。

　第1に，経営耕地規模が大きいほど家族農業就業考が若干多い。ここから，家

族労働力の充実が大規模畑作経営の確立条件の！つとして示唆されるものの，耕

地規模10ha末満層を除けば，夫婦＋男子（後継者あるいは父）という営農と判断

される。40ha以上層は経営耕地規模50ha程度の経営であるが，このような大規

模経営においても夫婦＋男子による営農であることには変わりがない。

　第2に，経営耕地規模が大きいほど借地率が高い。近年，借地による農地移動

が中心的となっているが，40ha以上層においては借地率が20％以上（10ha弱）

であり，借地に依存した規模拡大が進展していることが裏付けられる。

　第3に，経営耕地規模が大きいほど農業固定資本装備額は明瞭に多い。ほぼ比

例的な増加であり，耕地規模1ha当たり囎万円の格差である（図1）。

表1　経営耕地規模別の畑作経営の概要（穆96～2◎◎1年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人，ha，％，万円）
｝

平均
10ha

｢満
ll熊 20～

R0ha
30～
｡Oha

40ha

ﾈ上
月平均世帯員 5．1 3．5 4．5 5．圭 6．3 6．2

家族農業就業者 2．6 L3 2．5 2．6 2．9 2．7

うち男 1．5 0．8 L5 1．4 L6 L7
うち女 1．1 0．5 0．9 1．2 L3 L2
経営耕地面積 27．4 8．6 18．0 27．5 34．8 53．0

うち普通畑 26．7 7．1 17．2 27．1 34．4 5L3
借地率 16 6 14 15 16 23

農業固定資本額 1，280 250 935 1，216 1，578 2，553

うち大農具・自動車 903 157 672 860 1，105 L767
うち建物 359 93 255 334 467 726

資料）農業経営統計調査による農業経営部門劉統計（平成8～13年）

　　なお，3◎ha以上層の区分は札幌統計事務所による。以下，同様である。
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　　　　図1　経営耕地規模と固定資本装備額との関係（1996～2001年）

　さらに，表2に示した規模別の就業者当たり耕地面積と資本装備額との関係か

ら以下の3点を指摘できる。

　第1に，経営耕地面積が大きいほど，家族就業者1人当たり耕地面積は増加し

ている。最大階層である40ha以上層では22ha／人であり，就業者1人当たりの耕

作面積は総平均の2倍に達するほどである。

　第2に，同時に，就業者1人当たり固定資本装備額が増加している。

　第3に，以上の結果，経営耕地面積当たり固定資本装備額は婆Oha以上層といえ

ども低下していない。

　以上のことから大規模畑作経営は，比較的充実しているものの大差のない保有

労働力のまま，借地によって農地集積をおこない，農地よりも機械に対して資本

投下を集中させているものと判断される。規模が大きいほど機械への依存は強い

と判断され，規模拡大に際してはha当たり50万円程度と固定資本への大きな投

資を伴っている。同時に，経営耕地面積当たり固定資本装備額も増加傾向をとっ

ており，低下傾向はみられない。
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表2　経営耕地規模別の就業者当たり耕地面積と固定資本装備額

　　　　　　　　　　（1996～200白帯）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ha，　ha／人，万円）

平均
10ma 10～

Q0ha
20～
R0ha

30～
S0ha

40ha

^上
経営耕地面積

A業者当たり経営耕地面積

A業者当たり固定資本装備額

?ａ当たり圃定資本装備額

27．4

P0．8

T02

S6．8

8．6

U．8

Q06

Q9．4

18．0

V．4

R81

T2．1

27．5

P0．7

S74

S4．2

34．8

P2．1

T47

S5．4

53．0

Q1．6

P，0圭3

S8．5
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3．畑作経営における労働力利用と土地利用

1）労働力利用

　固定資本装備の増強のもと限定された家族労働によって規模拡大がされている

ことが指摘された。図2に就業者1人当たり固定資本装備額と10a当たり自営農

業労働時間との関係を示した。ここから以下の2点を指摘できる。

　第1に，1人当たり固定資本装備額が高いほど経営耕地！ha当たり自営農業労

働時間は少なく，明瞭に省力化されている。また，耕地規摸が大きいほど省力化

が進んでいる。

　第2に，固定資本装備額の増加によるha当たり自営農業労働時間の低下程度は

逓減し，おおむね100hr／ha程度に下限が見受けられる。40ha以上層（50ha程度

経営）では省力化に一定の限界が生じていることが推察される。

　以上のことは，機械力によって省力化は進展しているものの，それにも限界が

あり，50ha程度経営では既に技術的な省力化の限界に達していることを示唆する。
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　図2　就業者1人当たり固定資本装備額とha当たり露営農業労働時間との関係

　　　　　　　　　　　　　　（茎996～200壌　年）

　したがって，規模に伴い自営農業労働時間は増加し，家族労働においては限界

が生じることとなる。図3，図4に自営農業労働時間と家族労働時間・雇用労働

時間との関係を示した。ここから以下の2点を指摘できる。

　第！に，自営農業労働時間は耕地規模；が大きいほど多い。自営農業労働時問が

3，000hr程度を超えると雇用労働が導入されるようになり，また，農業労働時聞

に占める雇用労働の割合も増加する。20ha以上層においては雇用労働の利用が前

提となっているようにうかがえる。

　第2に，就業者1人当たり自営農業労働時間が1，500hrを超える当たりから雇

用労働時間は急増する。したがって，畑作経営においては，家族労働の限界を補

填するものとして雇用労働が利用されていることが推察される。
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図3　自営農業労働時間と家族労働時闘　　図4　就業者当たり自営農業労働時間

　　　との関係（1996～2◎Ol年）　　　　　と雇用労働との関係（1996～2001年）

　さらに，表3に示した労働力利用の推移から，以下の3点を指摘できる。

　第1に，規模階層別にみると，96年以降においても耕地面積1ha当たり自営農

業労働時間が減少しており，同一階層であっても10％弱の省力化が進展している。

表3　経営耕地規模翔の労働力利用の推移
（単位：ha，　hr）

平均
10ha
A学

1◎～

Q0ha
20～
R0ha

30～
S0日目

40ha

Q上
1
経営耕地面積 26．5 9．0 17．7 26．6 33．9 49．4

婁

経営耕地hai蚤たり自営農業労働晴間（① 158 196 227 159 142 102

6 就業者当たり労働晶晶（②） 1，4圭3 966 1，459 1，468 1，449 1，291

自営農業労働蒔聞 4，192 1，769 4，021 4，226 4，801 5，022

7 うち家族労働時間（③） 3，730 1，735 3，655 3，781 4，261 4，149

年 うち雇用労働時間（④） 462 35 367 445 540 873

経営耕地面積 27．3 8．8 17．8 279 34．5 54．0

経営耕地ha当たり自営農業労働時間 153 151 214 147 143 105
占

就業考当たり労働時間（⑤） 1，443 1，084 三，359 1，448 1，462 1，744

9 自営農業労働時間 4，167 1，320 3，807 4，093 4，937 5，659

8 うち家族労働時間（⑥） 3，787 1，295 3，553 3，802 4β56 4，668
～

うち雇用労働時間（⑦） 380 26 254 291 582 991
暑

ha当たり自鴬農業労働蒔聞（①織00） （97） （77） （94＞ （93） （101） （103）

年 就業者当たり家族労働時間（⑤一②） 30 118 △100 △20 玉2 453

家族労働時間の増減（⑥一③） 58 △440 △102 21 95 519

雇用労働時間の増減（⑦一④） △83 △9 △113 △154 42 118

経営耕地面積 28．4 8．1 18．6 28．0 35．9 55．5

経営耕地ha当たり自営農業労働時間 139 178 180 139 133 王02
言

就業者当たり労働時間（⑧） 1，490 1，328 1，416 1，荏33 1，541 2，351

0 自営農業労働丁丁 3，940 玉，404 3β37 3，894 4，783 5，649

0 うち家族労働時間（⑨） 3，568 1，326 3，162 3，574 4，258 4，590
～

うち雇用労働時間（⑩） 373 78 175 320 526 1，060，

9 ha当たり自営農業労働時間（①畷00） （88） （91） （79） （88） （94） （100）

年 就業者当たり家族労働時間（⑧一②） 77 362 △42 △35 91 LO59

家族労働時間の増減（⑨一③） △162 △409 △493 △207 △4 441

雇用労働日聞の増減（⑩一④） △90 43 △192 △125 △14 187
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ただし，耕地規模が大きいほど低下程度は小さく，4◎ha以上層ではほとんど低下

していない。40ha以上層における省力化の限界を裏付ける。

　第2に，同一規模内でみると省力化が進んでいるにも関わらず，就業者当たり

家族労働時間はあまり減少していない。規模が大きいほどこの傾向は強く，特に，

30ha以上層においては就業者当たり家族労働時間は増加している。したがって，

省力化しても家族労働の稼働状況は大きく変わっていないことがうかがえる。

　第3に，自営農業労働時間の節減は，雇用労働の肖弓減に向けられているように

うかがえる。耕地規模が大きいほど，雇用労働時間を節減する傾向が強い。

　以上のことから省力化は，作業構造を維持したまま作業能率を向上するといっ

た方向（高速化）ではなく，家族労働の稼働状況を維持したまま，雇用労働への

依存を弱める方向（省人数化）へ結びついていると推察される。50ha程度の大規

模経営といえども，常時雇用による安定的な雇用確保へとは向かっていないよう

に考えられ，家族労働によって完結しようとする動きがうかがえる。

2）土地利用

　土地利用の格差をみる際には，畑作物の収益水準の高低と労働集約度を意識す

る必要がある。一般的に畑作物の中では労働集約的なてん菜の収益性は高く，省

力的な小麦・大豆の収益性は低い。馬鈴しょは用途によって収益性が異なり，生

食用馬鈴しょは集約的で収益性が高く，澱原用馬鈴しょは省力的で収益性が低い。

　表4に示した耕地規模別の土地利用から以下の2点を指摘できる。

　第1に，麦類・豆類・てん菜・馬鈴しょの畑作4品目の作付バランスをみると，

40ha以上層と総平均との作付構成比率はほぼ隅様である。したがって，規模に伴

った明瞭な傾向はうかがえず，50ha程度の規模であっても極端に省力作物に偏っ

た作付体系はとられていないと判断される。

　　　　　　表4　経理耕地規模別の作付構成比率G996～2◎◎1年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ha，％，円／kg）
10ha 10～ 20～ 30～ 40ha平均
、】 20ha 30ha 40ha 2上

畑作物作付面積 24．9 7．5 15．7 24．8 33．1 48．7

麦類 31 43 28 32 31 31

豆類 16 23 22 14 14 三5

うち小豆 9 14 12 8 7 9

うち菜豆 4 7 5 3 4 3

うち大豆 3 2 4 3 3 3

てん菜 28 18 26 28 31 26

．馬鈴しよ 26 16 23 26 25 28

儒鈴しょ単価） 25 29 35 麺 童 亙
（根菜類） 54 34 49 55 55 54

註1）「いも類」を「馬鈴しょ」，「工芸作物を「てん菜」とした。以下，同様である。

　2）馬鈴しょ単価は，いも類粗収益をいも類生産量で除して求めた。
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　第2に，馬鈴しょに注罵すると，大規模層においても作付構成比率は横ばいと

なっているものの，馬鈴しょ単価は傾向的に低下している。作付されている馬鈴

しょの用途は直接は判別できないものの，大規模経営において単価の低く省力的

な澱一樹馬鈴しょへの用途転換がおこなわれていることが推察される。生食用馬

鈴しょ収穫は最も組作業人数を要する作業の1つである。先述した雇用労働の節

減や家族労働で完結した営農への傾向が，大規模経営における馬鈴しょ作の低収

益化に拍車をかけている可能性がある。

　以上のことから，すでに家族労働を基幹として50ha程度まで作付体系を維持し

つつ耕作をおこなう技術的基盤は確立していることが推察される。ただし，大規

模層においても作付体系の粗放作物への偏僑は明瞭に生じていないものの，用途

転換が推察されたように，作付体系が維持されていても作付構成は低収益化して

いることに注意が必要である。

4．畑作経営の収益性

1）単収水準と粗収益

　50ha程度経営であっても，作付体系に極端な差が生じていないことを指摘した。

次に，作付の結果である農業粗収益に注齢する。

　畑作物においては特に，作物単収が作物ごとの粗収益水準の規定要因として大

きいことから，まずは統計で確認できる作物ごとの単収を図5～7，表5に示し

た。ここから以下の3点を指摘できる。

　第1に，小麦の単収は規模；が大きいほど高く，年次間のばらつきも小さい。
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　　　　　10ha　　10～　　20～　　30～　　〈塾Oha　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　10ha　　王0～　　20～　　30～　　40ha　　　平均　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平均　　　　　未満　　20ha　　30ha　　40ha　　以」二　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　未満　2◎ha　3Gha　40ha以上
　　図5　耕地規模翔の小麦単収　　　　　　　図6　耕地規模別の大豆町版

註1）0：1996年，口：1997年，×：1998年，念：1999年，騨：2000年，▽：2001年
　値である。実線は規模階層別6力年平均値：を指す。図5～正9まで同様である。

　2）大豆単収の1999年値は500kgと極端に高く，小規模作付による誤差が疑われる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　一85一



　　　　5．G

　　　　4．5

　　馬4．0
　　讐3．5

　　　毒3・o

　　聖2・5
　　＞2・◎
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　　　　　図7　耕地三三捌の爲鈴しょ単収

表5　経賞耕地規模翔の小麦・大豆・馬鈴しょ単収の推移

…二二量………一…
F　　一一一一＿一一謄一一一一　　一一F　　鴨早一幽　　榊

雛　　　　一一冒簡㎜柵m一　　謄　　　　㎝騰欄闇　　鼎謄帽甲　　一“，

Q＿＿　　＿〔τ二二Q＝ゴ＿　　　｝

………………一…���＜jゴ
一一＿＿＿＿．一一＿＿＿！

一………………�ｱニニ簡艀欄辱P¶r一一一一一榊榊幣柑一一一一翻㎜導”雫一一鼎剛榊一一一　曹鴨胴胃　一

＿＿一露一憎餅帽一一一＿一＿槽”榊一一一鼎謄簡闇P”FF　哺”騰”騨一一富■胴降卿

（単｛立二：装9／10a）

1996年 1997年 1998年 ！999年 2000年 200！年 平均

平均 335 465 508 壌45 475 5襲 462（！◎0）

小麦

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

297

R30

R28

Q90
R85

娃23

S53

S67
S81

S63

426

S89

T09

S98
T41

366

S34
S40
S43

k79

426

S58
k79

S7！

S86

545

T43

T39
T35
T66

41婆（90＞

S5！（98）

S60（！00）

S53（98＞

S87（105）

平均 182 240 200 276 272 174 224（100）

大輔臨

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

134

Q1！

Q16
P35

206
Q32
Q65
Q10

Q！6

147

P86

Q21

I89

P75

500

Q69

Q8喋

Q窪4

Q98

363

Q70
Q67

Q75

Q89

270
Q21

I98

P57

P23

297（！33）

Qユ9（98）

Q4！（！08）

Q15（96）

Q06（92）

平均 3，635 婆，098 3，959 3，796 3，662 4，031 3β64（100）
馬鈴しよ

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
`Oha以上

3，274

R，357

R，640

R，420

R，95喚

4，646

R，855

S，100

S，114

S，255

3，276

R，849

Rβ05
S，389

Q，130

2，666

R，420

R，764

�C婆30

R，424

3，娃56

R，3喚0

R，715

R，786

R，700

3，480

R，816

R，996

S，002

S，365

3，466（90）

R，606（93）

Rβ37（99）

S，023（104）

R，971（103）

　第2に，大豆の単収は規模；が大きいほど低い。20ha以上層では平均収量が低下

するだけでなく，年次間のばらつきが大きくなっている。

　第3に，馬鈴しょ単収は規模が大きいほど若干高い。ただし，前節でうかがわ

れた大規模層における澱二二馬鈴しょ構成比率の上昇が，規模閥の単収格差の要

因となっている可能性があることに注意が必要である。規模が大きいほど平均単

収は高いものの，10ha以上層では年次間のばらつきが大きくなる傾向があること

が特に重要である。

　以上のことから，少なくとも，大規模経営ゆえに生産性が明瞭に低下すること

はないと判断される。ただし，畑作経営の中核規模となる20ha以上層では規模に

ともなって年次問の変動は大きくなっていることに注意が必要である。
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　次に，図8～12，表6に示した10a当たり粗収益から以下の3点を指摘できる。

　第1に，作物ごとの10a当たり粗収益を6力年平均でみると，小麦・豆類・て

ん菜には規模間の格差が小さく，馬鈴しょは規模が大きいほど明瞭に粗収益が低

下している。大規摸であっても極端な生産性の低下が生じていないこと，規模に

伴った澱原酒馬鈴しょへの用途転換により収益性が低下することが裏付けられる。

　第2に，特に大規模層に注目すると，小麦・豆類の10a当たり粗収益の年次問

のばらつきが拡大している。根菜類の10a当たり粗収益の変動は小さく，単収で

は変動の大きかった馬鈴しょも，価格の支持されている澱原への用途転換によっ

て安定性は増している。

　第3に，畑作10a当たり粗収益は規模；が大きいほど明瞭に低下している。最上

層である40ha以上層を10a当たり粗収益が最も高い10～20ha層と比べると8，552

円／10aQOポイント）の低下である。また，年次間の変動は作物ごとにみた場合

よりも小さくなっており，畑作経営における複数作物作付が年次聞変動を吸収し

ていることを示すものの，それでも，規模が大きいほど年次間変動は拡大してい

る。大規模経営における低収益化の進展と不安定性の増大が指摘できる。
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　　図8　耕地規模別の物学粗収益
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表6　経営耕地規模別の10a当たり粗収益の推移
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一◎一一一一一…⑪一一一一一
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（単位：円／10a）

1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年 平均

平均 47β27 68，238 78，077 70，018 74，167 78β61 69，448（100）

麦類

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

40，918

S8，679

S9，733

S2，973

S5709

65，420

U1，915

U9，306

V4，808

U6887

63，525

V2，704

V7，498

V6，780

W7，660

63，196

V0，524

U8，186

U9，567

V5，706

65，115

V3，915

V3，573

V0，883

V8，637

82，082

W3，563

V5，374

V3，659

W8，400

63，376（91）

U8，550（99）

U8，945（99）

U8，112（98）

V3，833（106）

平均 71，109 55，887 63，362 85，955 82，104 56菰845 69，210（100）

買払

ﾞ

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

86，052

U8，794

V3，579

U6，121

V1，009

60，233

T5，091

U3，483

T4，262

S2，246

47，168

U3，154

U9，537

U5，039

T0，501

83，996

V3β05
W8，510

V2，599

P04，798

84，954

V3，749

W1β38
W0，633

X5，851

64，973

T7，778

T8，787

T8，187

T1，402

71，229（103）

U5，395（94）

V2，622（105）

U6，140（96）

U9，301（100）

平均 93，023 97，652 95，506 98，041 96，002 98，183 96，401（100）
馬鈴しよ

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

59，476

P27，805

X5，485

V7，797

V5，258

100，085

P19，624

P01，605

W9，493

V8，196

105，691

P34，156

X0，701

X9，465

V5949

91，291

P32β72
X7，802

X3，714

V1，076

126，017

P32，300

X4，221

X1，220

V4903

王18，225

P15，085

X9，561

X5，502

W2603

100，131（104）

P26β90（132）

X6，562（100）

X1，199（95）

V6331（79）

平均 87，356 100，265 98，605 92，638
87033　　と

106～298 95、366（10◎）

てん菜 10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

68，076

W5，227

W9，385

W6，419

W8，042

93，5◎5

P00，040

X9，482

P00，122

P02，441

103β64
P00，210

P02，103

X9，◎32

W7，646

69，491

W6β86
X3，060

X8，541

W9，897

70，604

W3，414

W6，242

X2，920

W7，281

98，188

P03，244

P05，506

P09，693

P07，018

83，955（88）

X3，170（98）

X5，963（101）

X7，788（！03）

X3，721（98）

平均 74，272 82，793 85，979 86，077 842451 87，386 83，493（100）

畑作

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

58，835

W2β01
V6，668

U8，136

U8，869

74，023

W5，288

W5，680

W2，283

V5，929

74，005

X1，606

W6，960

W6，025

V8801

73，564

W9，187

W5，997

W6，084

W3645

78，154

W9，129

W3，512

W4，387

W2518

83，543

W8，313

W7，865

W8，418

W4754

73，687（88）

W7，637（！05）

W4，447（101）

W2，556（99）

V9086（95）

平均 72，512 81，938 84，385 83，607 82，020 84，918 81，563（100）農業粗収益

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

55，696

W1，565

V5，613

U6，160

U5313

72，696

W5，448

W2，891

W6，330

V4580

67β98
X0，272

W4，163

W7，772

V6907

68，552

W3，684

W繧，168

W8，356

V7642

65，780

W2，759

W1，547

W3，340

W2202

81，064

W0，626

W6β50
W7，161

W2386

68，614（84）

W4，059（103）

W2，539（101）

W3，187（102＞

V6505（94）
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　さらに，表7に経営耕地規模別の農業粗収益の構成を示した。分析対象として

いる統計上の細作経営」の定義から当然ではあるものの，農業粗収益に占める

畑作物の粗収益は各層とも90％以上と高い（註1）。したがって，規模別の農業

粗収益は先述した畑作物の粗収益とほぼ同様の傾向をとる。

　表7，図13に示した経営耕地規模別の経営耕地10a当たり農業粗収益は，畑作

物の粗収益と同様に，大規模層でばらつきが大きくなるとともに，40ha以上層で

は最も高水準な10～20ha層に比べ7，554円／10a（9ポイント），総平均に比べ

5，058円／10a（6ポイント）下回り，明瞭に低い。大規模；経営において低収益化

と不安定性が強まっていることが推察される。

表7　経営耕地規模別の農業粗収益の構成G996～200｛年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ha，万円）

平均 10ha未満 10～2Gha 20～30ha 30～40ha　40ha以上

経営耕地面積 27．4 8．6 18．0 27．5 34．8　　　53。0

農業粗収益 2，237 586 1，514
22722

2、891　　ゑ068
畑作 2，080（93） 549（94） 1，379（91） 2，099（92） 2，732（94）3，866（95）

麦類 536（24） 202（34） 303（20） 545（2の 701（24）1，121（28）

豆類 266（12） 120（20） 229（15） 24硅（11） 291（10）　536（13＞

てん菜 661（30） 114（19） 385（25＞ 678（30） 1，000（35）1，185（29）

馬鈴しょ 616（28） 113（19） 462（31＞ 632（28） 740（26）1，024（25）

惨考：根菜類） 1，277（57） 227（39） 847（56） 王β10（58） 1，740（6G）2，209（54）

野菜 124（6） 25（4） 1王7（8） 玉45（6） 128（4＞　　92（2）

うち路地野菜 123（6） 25（4＞ 圭16（8） 144（6） 127（4）　　92（2）

花卉 ◎（0） 6ω 茎（◎）　　0（0）

稲作 2（0） 0（0） 5（0） 1（0） G（0）

畜産 10（0） 0（0） 3（0） 9（0） 5（0）　　39（1）

農作業受託収 1（0） 1（0） 1（0） 1（0） 1（0）　　4（0）

農業雑収入 18〈1） 4（1） 8〈1） 14（1） 2三（1）　　61（1）

註）括弧内海は，各項目が農業粗収益に占める割合を指す。
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2）経営費

　大規模経営における面積当たり粗収益の低下傾向を指摘した。仮に大規模経営

においても面積当たり経営費が変わらない場合，面積当たり粗収益の低下はその

まま規模拡大による飾罫増大効果の低下へと結びつくこととなる。

　表8に耕地規模別の農業経営費の構成を示した。ここから，茜染の2点を指摘

できる。

　第1に，経営耕地規模が大きいほど農業経営費に占める労賃・支払い小作料・

利子といった物財費以外の費用は高い。これは，先述した借地に依存した農地集

積や家族労働の限界から雇用労働が用いられることによると判断される。

　第2に，物財費では変動費的費目では肥料・農業薬剤・種苗費および賃借料，

固定費的野羅では農機具費の占めるウェイトが高く，物財費の80％前後を占めて

いる。耕地規模問に明瞭な格差はみられないことから，畑作経営の費用水準はこ

れらの費霞によって規定されていると判断される。

表8　経営耕地規模劉の農業経営費の構成（欝96～20麟年〉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単｛立：ha，万円，％）

　　　　　　　　　　　平均
　　経営耕地窪讐積　　　　　　　　27．4

　　　　　　　　　　1，376£9監3
　種苗・苗木・蚕種　　　　146（11）

　動物　　　　　、　　　　2（0＞
　薄闇料　　　　　　　　　　　　　　　296（2の

　飼料　　　　　　　　　　2（0＞

　農業薬剤　　　　　　　191（14＞
　諸材』牽斗　　　　　　　　　　　　　　　　45（3＞

　光熱動力　　　　　　　　51（4）

　農機具・農用自動車：　　297（22）

　農儒建物　　　　　　　　36（3）

　賃借料および料金　　　　216（16）

　土壇改良および水利費　　11（1）

　物件税公課負撞　　　　　64（5）

　企癒管理費　　　　　　　11（三）

　農業雑支出　　　　　　　9（1＞

　（上記のうち減価償却費　199［周
　うち農機具・農期自動車　　　　169［慧］

　うち農用建物　　　　　　　　　28［23

　うち企画管理費　　　　　　　1［03

　うち種苗・苗木等　　　　　　　　1〔0〕

　うち動物　　　　　　　　　　　　0［0］

労賃。ノ」、4乍料・禾ij子　　　　　　　　　139　ξ9〕

　雇用労賃　　　　　　　　　　　　　　　41　£3〕

　支払い小作料　　　　　　44〔3〕

　負債利子　　　　　　　　54［4］

凡㎝

10ha未満 10～20ha

eo］

　8。6

bf9⑳0〕

　　18。0

P，046［！00
監31）

385［94］

R4⑨
955〔913
X5（10）

一〇（0）

79（2玉＞

0（0）

48α2）
13（3）

14（4）

55（14＞

8（2）

68α8＞

16（の

45α2）

2ω
2ω
29田
23綱
6123

010〕

℃〔0〕

23£6］

4［1〕

5［1〕

15［4］

　　　　20～30ha

　　　　　27．5

　　　　L384〔91］　　里，794こ923

　　　　　146（1毘）　　　　196（！！）

　1（O）　　　　1（0）　　　　0（0）

玉83（王9）　　　309（22＞　　　388（22）

　1（0）　　　　2（0）　　　　1（0）

129（13＞　　　　王95（14）　　　　255（14）

喋0（婆〉　　　　　　爆5（3＞　　　　　　5履（3）

32（3＞　　　　　54（4）　　　　　　67（4）

221（23）　　　288（21＞　　　385（21）

25（3）　　　　　36（3）　　　　　51（3）

158（16）　　　2三9（16＞　　　276（15）

圭3（1）　　　　8（1）　　　三1（三）

婆7（5＞　　　　　63（5）　　　　　　74（4＞

　7（1＞　　　　　10（1＞　　　　　13（1）

　6（！＞　　　　　　6（0＞　　　　　22（1＞

1〈茎5薮14］　　　　192〔13〕　　　　2魂3［12＝｝

124［123　　　164［11］　　　198［10］

更9£2〕　　　　　26［23　　　　　羅2〔23

　1則　　　　1［03　　　　2［0〕

　！［0］　　　　1［03

　0［0〕　　　一〇［03　　　　010〕

90　［9］　　　　　130〔93　　　　　160　〔8〕

22　［2］　　　　　　3〈蓬〔23　　　　　　59　［3〕

26　〔23　　　　　　喚3　〔3〕　　　　　　52　〔3〕

42　〔愚3　　　　　　53　［3］　　　　　　50£3〕

30～40ha　　　く菱Oha以上

　34．8　　　　　　　53。0

2，421　［883

281（12＞

　9（0）
539（22）

　9（0＞
335（14）

　56（2）

　82（3）

525（22）

　66（3）

351（15）

　三5ω
　109（4）

　26ω
　！8（1）

389［1薩］

33鮭三2〕

　5頁2］

　2〔0］

　0［0］

　2〔O］
342£123

11514］

106［4］

　120団

註1）角抵弧［〕は各費目が農業経営費に占める割合を指す。

　　丸括弧（）は各費目が物頭費に占める割合を指す。
　2）物財費の各費馨は減価償却費を含んでいる。
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　さらに，表9，図14，図15に示した経営耕地規模別の経営耕地10a当たり農

業経営費から以下の3点を指摘できる。

　第1に，物財費は規模階層にばらつきがあり，明瞭な傾向ははみうけられない。

10～40ha層においてはほぼ同水準と判断できる。～方，40ha以上層では明瞭に低

い。最も10a当たり農業粗収益の高かった10～20ha層に比べ7，357円／10a（15

ポイント），総平均に些づ4，445円／10a（9ポイント）低く，農業粗収益の低位性

を相殺するほどである。

　第2に，物財費に占めるウェイトが高かった費目に注目すると，40ha以上層に

おける物財費の低減は，賃借料，肥料・農業薬剤費といった変動費的な費目と農

機具費が低水準であることによると判断できる。ただし，農機具の減価償却費は

むしろ増加していることから，保有している機械装備の価額や機械投資額は相対

的に増加しており，機械投資額は低下していないと判断される。変動費的な費目

において費用水準が低くなっていること，減価償却費が増加しっっも農機具費が

低水準となっていることについては引き続き検討が必要である。

　第3に，耕地規模；が大きいほど，雇用労賃および支払い小作料は高い。また，

40ha以上層では10a当たり物財費は低かったものの，雇用労賃・小作料・負債

表9　経営耕地規模捌の10a当たり農業経営費の構成（｛996～2001年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位1円／10a）

平均 1伽来満 10～20ha 20～30ha 30～農0難a 40ha以上

農業経営費 55，27玉 47，640（86＞ 58，140（105） 55，028（100） 56，194（102） 52，167（94）

物財費 50，195 44，94◎（90） 53，107（玉06） 50，307（100） 51，587（103） 45，750（91）

種苗・苗木・蚕種 5，338 3，962（7の 5，253（98） 5，327（100） 5，653（106） 5，285（99）

動物 63 一2イ3＞ 28（45） 25（婆0） 1奴22） 190（302＞

肥料 1◎，787 9，200（85＞ 1◎，149（9の 11，241（104＞ U，153（103） 10，164（94）

飼料 85 2（2） 44（52） 86（1◎1） 31（36） 王74（205）

農業薬斉麺 6，964 5，605（80＞ 7，145（103） 7，085（102） 7，334（105） 6，302（90）

諸材料 L629 王，502（92） 2，202（135） 1，652（101） L568（96＞ 1，057（65＞

光熱動力 1，852 1，670（90） 1，802（97＞ 1，974（107） 1，922（10の 1，568（85＞

農機具・面割自動車 10β25 6，540（60） 12，302（1鋤 10，485（97） 11，◎58（1◎2） 9，961（92）

下下建物 1β27 910（69） 1β77（104＞ 三，298（98） 1，458（11◎） 1，24◎（93）

賃借料および料金 7β76 8，006（102＞ 8，743（m＞ 7，977（101） 7，955（101） 6，651（84＞

土地改良および水利費 398 王β喋7（464＞ 7玉9（181＞ 283（71） 3◎9（78＞ 280（70）

物件環海諜負損 2，3畷 5，165（220） 2，639鍛3＞ 2βG8（98） 2，118（90） 2，062（88＞

企画管理費 39◎ 263（67） 393（亙01＞ 359（92） 363（93） 娃81（123）

農業雑支出 3王8 271（85） 310（98） 208（66） 649（20喚） 33喚（王05）

（上記のうち減価償却費 7，255 3，522（49） 8，062（111） 6，972（96） 6，9？2（96） 7，4G1（102）

うち膿機具・農矯慮鋤窺 6，174 2，775（45） 6，910（112＞ 5，975（97） 5，7◎1（92） 6，359（玉03）

うち農用建物 1，◎11 746（74） 1，050（10畦） 939（93＞ 1，21蓋（120） 971（96）

うち企画管理費 姐 4（9） 59（145） 36（89） 護9（12王） 30（74）

うち種苗・苗木等 19 42（216＞ 26（王33） 2（10）

うち動物 9 一2（一19＞ 王（12） 4（一口2＞ 11（111） 38（405＞

労賃・小作料・利子 5，076 2，7GO（53） 5，033（99） 4，721（93） 4，607（91） 6，穫17（126）

盲縞労賃 1，489 496（33） 1，233（83） 1，229（83） 1β90（113） 2，186（147）

支払い小作料 1，598 539（3護） M48（91） 1，569（98） 1，4？8（92） 1，970（123＞

負債利子 1，990 L66塩（8爆〉 2β53ω8） L923（9？） 1，439（72） 2，261（114）

註1）丸括弧（）は調査対象の平均値に対する各費目の100分比を示す。
　2）物響町の各費欝は減価償却費を含んでいる。
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利子が高いため，10a当たり農業経営費の低下程度は10～20ha層に比べ5，973円

／10a（11ポイント），総平均に比べ3，104円／10a（6ポイント）と縮小し，低い

水準ではあるものの農業粗収益の格差を相殺するほどではないことが指摘できる。
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3）経雲成果と経當効率

　これまで分析を加えた収益と費用の結果である経営成果を検討する。収益と費

用の分析結果において注累されるのは，①大規模層おいて面積当たり粗収益の変

動が大きくなるとともに，40ha以上層では低収益化が生じている，②物空費は

40ha未満層においてはほぼ同水準だが，40ha以上層では低下しており，粗収益の

低下を相殺するほどである，③規模に応じて雇用労賃・支払い小作料が増加する

ことから，経営費は物財費ほど低減しないという3点である。

　表10に経営成果と経営効率指標を図16，17に経営耕地規模；別の10a当たり付

加価値論および農業所得を示した。ここから，以下の2点を指摘できる。

　第1に，10a当たり粗収益と管財費の差である付加価値額は，耕地規模が憎き
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いほど年次問の変動は大きいものの，10ha以上ではほぼ同水準と判断される。し

たがって，50ha程度の大規模；経営においては，不安定性が増しているものの，付

加価値の生産効率は低下していない。

　第2に，10a当たり付加価値額は低下していなくても，耕地規模が大きいほど

10a当たり雇用労賃・支払い小作料が増加することから，大規模層において10a

当たり農業所得は低下傾向をとる。特に40ha以上層では明瞭に低く，10a当たり

農業所得の最も高い10～20ha層に比べ3，172円／10a（12ポイント），総平均に比

べ1，954円／10a（アポイント）の低下である。さらに，40ha以上層では付加価値

額と同様に年次間の変動も大きい。

表10　経営耕地規模別の付加価値額・農業所得の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円，千円／10a，％）

1996年 1997年 1998年 1999年 20GO年 2001年 平均

平均 611 834 934 905 888 999 862（100）
付加輯値額

10ha未満

P0～20ha
Q0～30ha
R◎～40ha

S0ha以上

ユ27

S47
U80
V16
X61

　215
@506
@920
P，138

P，328

　227
@611
@981
P，244

P，605

　204
@570
@90◎
P，169

Q，◎53

　208
@551
@869
P，113

P，941

　223
@665
@978
P，204

P，991

20ユ（23）

T58（65）

W88（103）

P，098（127）

P，647（191）

平均 470 698 794 771 748 856 723（1◎0）

農業所得 ！0ha未満

P0～2◎ha

Q0～30ha
R0～4◎ha

S0ha以上

90
R40

T50

T3◎

U95

　204
@403
@787
@990
P，0S2

　203
@513
@849
P，100

P，269

　177
@491
@770
@996
P，710

　188
@468
@740
@977
P，539

　203
@593
@853
P，032

P，565

178（25）

S68（65）

V58（1◎5）

X37（130）

P，305（181）

1 平均 23．2 3L1 34．5 329 31．7 34．8 31．4（1◎o），
付　　0加　　a緬無1

10ha未満
P◎～2◎ha

Q0～30ha
R0～40ha
S0ha以上

13．6

Q4．9

Q6．2

Q0．5

P9．8

24．8

Q9．0

R3．7

R4．6

Q6．4

26．0
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　以上のことは，50ha程度の経営は，規模拡大に際して必要となる経営資源の調

達コストを充分に吸収するほどの経済的な優位性は持たないことを示す。現状に

おいて，50ha程度が規模拡大による所得増大効果が逓減する耕地規模となってい

ることが推察される。

　図18に経営耕地規模と農業所得との関係を示した。ここから，以下の2点を指

摘できる。

　第1に，農業所得は50ha前後で年次問のばらつきが大きくなっている。変動幅

は耕地規模20～30haでは250万円程度であるのに対し，30～40haでは500万円，

50ha程度では1，000万円の幅がある。

　第2に，20～30haまでは年次間の振れ幅があっても，岡一年に下位層の所得と

同等の水準となることはみられないが，30ha以上，特に50ha程度では所得水準

が下位層と同等になる年次がみうけられる。

　以上のことは，50ha程度において規模；拡大による所得増大効果が逓滅するとと

もに，所得水準の不安定性が高まっていることを示している。前述のとおり，①

耕地規模に伴って固定資本装備額が増加し固定的な資本投下額が増大しているこ

と，②負債利子が高水準であることから固定的な資金償還額の増加が示唆される

ことをふまえると，50ha程度への規模拡大は安定的な可処分所得の増大へ結びつ

いていないことも想定される。年次変動をふまえて，大規模畑作経営における規

模拡大時の資金循環を分析する必要がある。
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註）破線は2◎～3◎ha層の農業藤得の年次間変動の上下端である。

　主観で判断し，フジーハンドで記入している。
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　さらに，図19に耕地規模別の農業所得率を示した。所得率にも20ha以上層に

おいて微減傾向がみうけられ，さらに耕地規模が大きいほど年次間の変動も大き

い。所得率が低い経営ほど，価格低下時の影響は大きい。今後，畑作物価格の低

下傾向が想定されることをふまえると，規模拡大方向は価格低下に対して経営体

質を強めていないことが示唆される。規摸拡大方向が短期・長期の双方において，

所得水準の安定性を高める方向へ結びついていないことが注目される。
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図｛9　耕地規模別の農業所得率

5．おわりに

　農業経営部門別統計の組み替え集計を対象とし，50ha程度までの畑作経営の特

徴を分析した。

　50ha程度といった大規模経営といえども経営効率の低下と不安定化がみうけ

られ，所得形成の優位性は小さいと判断された。もっとも重要なことは，それに

も関わらず，限定された労働を代替するため固定資本装備は増強せざるをえない

ことから，固定的な資本投下額は確実に大きくなっていることである。同時に，

資金償還額も大きくなっていることが示唆された。大規模経営の安定性を検討す

るには，損益計算をベースとした分析のみでなく，規模拡大過程における資金循

環まで含めた検討が重要になっていると考えられる。今後の課題とし，実態調査

によって補完していきたい。

　本稿の作成に際しては，札幌統計情報事務所にはデータ提供の便宜をはかって

いただいた。記して感謝する次第である。
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（註）

（註1）分析対象とした農業経営統計調査における「畑作経営」の定義は，①経

営耕地規模5ha以上，②販売部門の第1位部門が馬鈴しょ，豆i類，麦類，工芸作

物のいずれか，③上記4品の現金収入が農業現金収入の80％以上を占める経営で

ある。したがって，必然的に分析対象における農業粗収益と畑作物の粗収益は近

似する。
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